6-3　関東支部
1.会員状況
　平成18年度初　186社、入会3社、退会14社

  平成18年度末　175社,地域研究員9社

2.役員・組織（改選期）
　支部長　廣谷彰彦
　副支部長　友澤武昭、木下 哲、鎮西康之　

理事の各氏　梅本良平、奥 英雄、小池健彦、古倉徹夫、小宮正久、櫻井達二、白井芳樹、島田芳久、庄司憲生、龍野彰男、田原達人、寺西雅人、中川喜夫、中田正夫、中野佳記、西谷正司、狭間紘一、船木健治、森田綽之、山寺健二、吉岡和徳、　常務理事・事務局長　花里 久

3.事業計画基本方針
①「品確法」への対応

② 技術力による選定方式の拡大・促進

③ 技術力の向上と成果品の品質保持

④ 対外活動の強化

⑤ 会員サービスの向上と情報化推進

⑥ 倫理の保持に向けての活動強化

⑦ 建設コンサルタントの役割の理解促進

4.支部全般
(1)「関東グローカルビジョン2005」の推進
標記ビジョンに基づき2006年度達成目標を設定し、この達成に向けた活動とした。

平成18年度は新たに企画部会を設置し、ビジョン推進、支部活動全般・広報の企画を担当した。

(2)「設計コンサルタント業務等成果の向上に関する懇談会（座長：小澤一雅）」へ参加と対応
第１回（平成18年6月29日）,第２回(平成18年10月31日),第３回(平成19年2月1日),第４回(平成19年3月16日)に本部・支部より委員各１名参加し、事務局として対応した。総合評価方式、成果品の品質評価と成績評定への反映、三者会議等様々な課題が審議され、中間取りまとめに基づいて平成19年度から試行が開始される。
(3)地域活動の強化
　平成18年度総会で支部規約の一部変更を決議し、地域活動活性化のため次の施策を実施した。
①支部役員に地域会員から副支部長を含む５名が参画②地域委員会９つの内７つで長又は副は地域会員③地元企業は全て地域委員会に所属④関東支部独自の「地域研究員」制度を創設し９社入会
(4)ＰＲ絵本「キミの知らないみちで」作成

社会資本整備や建設コンサルタントの役割を理解してもらうため小学校3・4年生と父兄向けに冊子を作成し、公立図書館等に500冊配付。本部助成金を活用。次年度は増刷し更に広く配付する予定。
(5)代表者会議

第41回(平成18年5月25日)

①「建築構造偽造問題を越えて」

（社）日本建築家協会会長　小倉善明 氏

②「公共事業をめぐる最近の話題　～建設コンサルタントに期待するもの～」

国土交通省技術調査課長　　佐藤直良 氏
第42回(平成19年1月17日)

①「事業継続計画ＢＣＰの意義と導入への取組」

　　京都大学教授　　　　　　　丸谷浩明 氏

②「国土形成計画と首都圏広域地方計画」

　　国交省関東地整企画部長　　松本直也 氏

(6)事務所移転

　平成18年8月末日、支部事務所を信濃町から神田へ移転した。会員アクセスの利便性向上の為。
5.対外活動

(1)関東地方整備局
平成18年7月6日、本部主導の意見交換会を開催。①技術力に基づく選定②建設コンサルタントの新たな役割。を主なテーマとした。なお、関東地整で開始した「設計コンサルタント業務等成果の向上に関する懇談会」（座長：小澤一雅氏）が４回開催されこれに対応した。
(2)自治体との意見交換会
１都８県１政令市及び高速道路会社３支社と開催。支部重点項目は①品確法に関する取り組み及び技術力による選定の動向②品質の向上に関する取り組みの２点。東京を除く各県地元会員との懇談会を開催。又これとは別に平成18年8月上旬と平成19年3月～4月に２回、自治体幹部訪問を実施。
6.部会・委員会の主な行事

①野球・ボーリング・テニス大会（厚生委）
②支部報発刊・ＨＰ改訂（広報委）
③各種講習会・研修会等延べ２５回（技術・総務・経理・市場調査・各地域委員会）
④自治体への講師派遣１６回（技術委・地域委）
